
相模原市住宅・建築物安全促進計画（防災・安全）

平成26年度　～　平成29年度　（４年間） 相模原市

・相模原市における住宅・建築物の耐震化率
・公営住宅の供給目標戸数の達成率
・老朽化した公営住宅の解消率

（H26当初） （H29末）

A１　基幹事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 （百万円） 策定状況

1-A1-1 住宅 一般 相模原市 間接 個人 816.0 － －

1-A1-3 住宅 一般 相模原市 直接 市 185.8 － －

合計 1,001.8 － －

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）

事業 地域 交付 直接 個別施設計画 備考
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30 策定状況

合計 0

Ｃ　効果促進事業

C1　住宅効果促進事業

事業 地域 交付 直接 全体事業費

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 （百万円）

1-C1-1 住宅 一般 相模原市 間接 個人 1.4

1-C1-2 住宅 一般 相模原市 間接 個人 12.0

1-C1-3 住宅 一般 相模原市 間接 個人 69.0

1-C1-5 住宅 一般 相模原市 間接 個人 24.0

1-C1-6 住宅 一般 相模原市 間接 個人 30.0

合計 136.4

番号

1-C1-1

1-C1-2

1-C1-3

1-C1-5

1-C1-6

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業 地域 交付 直接
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29

0.0

番号

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）
費用便益比

（延長・面積等）

種別等

-

-

-

戸建住宅防火構造改修工事

障害者向け住宅改良事業

備考

公営住宅等ストック総合改善事業

※中間目標は任意
平成27年度から算出単位を「棟」から「戸」に変更

要素となる事業名

住宅・建築物安全ストック形成事業

地域住宅計画に基づく事業

管理している公営住宅のうち耐用年数を経過していない公営住宅の割合を算出する。
（老朽化した公営住宅の解消率）＝（耐用年数を経過していない公営住宅管理戸数）／（全公営住宅管理戸数）

Ｂ1,138.2百万円 Ｃ

交付対象事業

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ａ 1,001.8百万円

89%

94%

重点計画の該当

備考

備考

戸建住宅防火構造改修計画作成 改修計画作成に対する助成 相模原市

定量的指標の現況値及び目標値
備考

87%84%

一体的に実施することにより期待される効果

住まいのエコ・バリアフリー改修費事業 省エネ・バリアフリー改修に対する助成

Ｄ .百万円 12.0%

95%

事業実施期間（年度）

87%

『公営住宅の計画的な供給及び既存ストックの適正な維持管理を行うことにより、住宅セーフティネット機能の充実を図る。』

住宅土地統計調査統計等のデータや事業実施状況をもとに算出する。
（住宅の耐震化率）＝（新耐震基準の戸数＋旧耐震基準のうち新耐震基準に適合する戸数）÷全戸数

（特定既存耐震不適格建築物の耐震化率）＝（新耐震基準の棟数＋旧耐震基準のうち新耐震基準に適合する棟数）÷全棟数

「相模原市住宅基本計画（Ｈ22-Ｈ31）」に基づく供給目標戸数（Ｈ31戸数）に対する供給戸数の割合を算出する。
（目標戸数への達成率）＝（全管理戸数）／（Ｈ31計画目標戸数）

93%

要素となる事業名事業者 事業内容

費用便益比事業内容

耐震改修計画作成及び工事等に対する助成・市内一円

平成31年3月28日

97%

社会資本総合整備計画（防災・安全）
計画の名称

交付対象

計画の目標

計画の期間

『住宅・建築物の耐震化を促進するなど、市民の生命と財産を守るため、災害に強いまちづくりを進めるとともに、安全で快適な住環境の形成を図る。』

　　定量的指標の定義及び算定式

　　計画の成果目標（定量的指標）

当初現況値 最終目標値中間目標値

市町村名

- 相模原市

改修工事に対する助成

住宅改善に対する助成

住宅新築等資金利子の一部補給

相模原市

相模原市

相模原市

備考

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
全体事業費

番号

番号

事業者

136.4百万円－

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円） 備考

（面積等）

市町村名

-

住宅資金利子補給事業

番号

一体的に実施することにより期待される効果

事業者
要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容

耐震改修と合わせて防火構造改修を実施することで、地震災害時における火災発生や延焼の要因を減少させ、災害に強いまちづくりを進める。

耐震改修と合わせて防火構造改修を実施することで、地震災害時における火災発生や延焼の要因を減少させ、災害に強いまちづくりを進める。

段差解消などのバリアフリー改修により、地震災害時の避難の阻害要因を減少させることや障害者に適するように住宅設備の改善を行うことで、安全で快適な住環境の形成を図る。

持家促進により新耐震設計基準の住宅の所有を促し、耐震化率の向上を図ることで災害に強いまちづくりを進める。

高齢者等の住宅内における転倒等の事故だけでなく、災害時の避難の阻害要因を減少するバリアフリー改修の促進や環境負荷の低減を目的とした省エネルギー改修の促進を行うことで、安全で快適な住環境の形成を図る。



相模原市住宅・建築物安全促進計画（防災・安全）

平成26年度　～　平成29年度　（４年間） 相模原市

重点計画の該当

『公営住宅の計画的な供給及び既存ストックの適正な維持管理を行うことにより、住宅セーフティネット機能の充実を図る。』

平成31年3月28日社会資本総合整備計画（防災・安全）
計画の名称

交付対象

計画の目標

計画の期間

『住宅・建築物の耐震化を促進するなど、市民の生命と財産を守るため、災害に強いまちづくりを進めるとともに、安全で快適な住環境の形成を図る。』

交付金の執行状況
（単位：百万円）

※　平成２６年度以降の各年度の決算額を記載。

H26 H27 H28

配分額
（a）

123.037 77.339 40.051 29.471

H29

計画別流用
増△減額
（b）

△ 13.343 0.000 0.000

交付額
（c=a+b）

109.694 77.339 40.051 28.627

△ 0.844

0.000 0.000

うち未契約繰越額
（g）

0.000 0.000 0.000 0.000

0.000

前年度からの繰越額
（d）

0.000 0.000 0.000

支払済額
（e）

109.694 77.339 40.051 28.627

0.000

未契約繰越＋不用率が10％を超えてい
る場合その理由

-

不用額
（h = c+d-e-f）

0 0 0

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0

翌年度繰越額
（f）

0.000



社会資本総合整備計画（防災・安全） 平成 ３１年３月２８ 日

1 相模原市住宅・建築物安全促進計画（防災・安全）
平成２６年度　～　平成２９年度　（４年間） 相模原市

『住宅・建築物の耐震化を促進するなど、市民の生命と財産を守るため、災害に強いまちづくりを進めるとともに、安全で快適な住環境の形成を図る。』
『公営住宅の計画的な供給及び既存ストックの適正な維持管理を行うことにより、住宅セーフティネット機能の充実を図る。』

・相模原市における住宅・建築物の耐震化率
・公営住宅の供給目標戸数の達成率
・老朽化した公営住宅の解消率

（Ｈ２９末）
①

②

③

④

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

関係課にて実施 平成３０年度

市ホームページにて公開

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ基幹事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H26 H27 H28 H29 H30

1-A1-1 住宅 一般 相模原市 間接 個人 816.0

1-A1-3 住宅 一般 相模原市 直接 市 185.8

合計 1,001.8

Ｂ　関連社会資本整備事業（該当なし）
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

合計

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　中間・事後評価書

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
1138.2百万円 Ａ 1001.8百万円 Ｂ

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

管理している公営住宅のうち耐用年数を経過していない公営住宅の割合を算出する。
（老朽化した公営住宅の解消率）＝（耐用年数を経過していない公営住宅管理戸数）／（全公営住宅管理戸数）

（H２６当初）

95%

87%

93%

84%

89%

事後評価（中間評価）の実施体制 事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

交付対象事業

事業者
要素となる事業名 全体事業費

（百万円）

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）工種 （延長・面積等）

地域住宅計画に基づく事業 公営住宅等ストック総合改善事業

（事業箇所）

番号

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

－ Ｃ 136.4百万円
効果促進事業費の割合

12.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

住宅土地統計調査統計等のデータや事業実施状況をもとに算出する。
（住宅の耐震化率）＝（新耐震基準の戸数＋旧耐震基準のうち新耐震基準に適合する戸数）÷全戸数

（特定既存耐震不適格建築物の耐震化率）＝（新耐震基準の棟数＋旧耐震基準のうち新耐震基準に適合する棟数）÷全棟数

「相模原市住宅基本計画（Ｈ22-Ｈ31）」に基づく供給目標戸数（Ｈ31戸数）に対する供給戸数の割合を算出する。
（目標戸数への達成率）＝（全管理戸数）／（Ｈ31計画目標戸数）

94%

87%

97%

※中間目標は任意
平成27年度から算出単位を「棟」から「戸」に変更

市町村名
港湾・地区名

住宅・建築物安全ストック形成事業 耐震改修計画作成及び工事等に対する助成・市内一円

事業者
省略

要素となる事業名
事業内容



番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

1-C1-1 住宅 一般 相模原市 間接 個人 1.4

1-C1-2 住宅 一般 相模原市 間接 個人 12.0

1-C1-3 住宅 一般 相模原市 間接 個人 69.0

1-C1-5 住宅 一般 相模原市 間接 個人 24.0

1-C1-6 住宅 一般 相模原市 間接 個人 30.0

合計 136.4

番号

1-C1-1

1-C1-2

1-C1-3

1-C1-5

1-C1-6
※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する

　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値
Ⅱ定量的指標の実現状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

・住宅の耐震化率において目標を上回る結果となり、市民の生命と財産を守るとともに災害に強い安全なまちづくりを推進することができた。
・公営住宅の新築整備（市営南台団地163戸）を行うことで、計画的な公営住宅の供給を促進することができた。
・公営住宅等ストック総合改善事業（市営大島団地、市営富士見団地、市営文京団地の計304戸）を行うことで、計画的な公営住宅の長寿命化を図ることができた。

・段差解消などのバリアフリー改修を実施し、災害発生時の避難の阻害要因を減少させ障害者に適するように住宅設備の改善を行うことで、障害者にとって安全で快
適な住環境の形成を図ることができた。

引き続き住宅および特定既存耐震不適格建築物の耐震化促進を目指し普及啓発活動を行うなど、現計画の終了する平成３２年度における目標値を達成しうる取り組みを進めていく。

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）工種

指標②（特定既
存耐震不適格建
築物の耐震化
率）

指標③（目標戸
数への達成率）

段差解消などのバリアフリー改修により、地震災害時の避難の阻害要因を減少させることや障害者に適するように住宅設備の改善を行うことで、安全で快適な住環境の形成を図る。

持家促進により新耐震設計基準の住宅の所有を促し、耐震化率の向上を図ることで災害に強いまちづくりを進める。

高齢者等の住宅内における転倒等の事故だけでなく、災害時の避難の阻害要因を減少するバリアフリー改修の促進や環境負荷の低減を目的とした省エネルギー改修の促進を行うことで、安全で快適な住環境の形成を図る。

指標①（住宅の
耐震化率）

一体的に実施することにより期待される効果

耐震改修と合わせて防火構造改修を実施することで、地震災害時における火災発生や延焼の要因を減少させ、災害に強いまちづくりを進める。

- 住宅資金利子補給事業

- 住まいのエコ・バリアフリー改修費事業

-

- 戸建住宅防火構造改修工事

- 障害者向け住宅改良事業

戸建住宅防火構造改修計画作成

改修工事に対する助成 相模原市

相模原市

住宅新築等資金利子の一部補給 相模原市

住宅改善に対する助成

改修計画作成に対する助成 相模原市

指標④（老朽化
した公営住宅の
解消率）

省エネ・バリアフリー改修に対する助成 相模原市

耐震改修と合わせて防火構造改修を実施することで、地震災害時における火災発生や延焼の要因を減少させ、災害に強いまちづくりを進める。

89%

90%

94%

93%

87%

88%

97%

96%

平成28年度より実施している新・相模原市耐震改修促進計画に基づき、耐震化の普及啓発を行うことで
当初目標値を上回ることができた。ＮＰＯ法人との協働事業により耐震診断等補助制度の案内を配布す
るなど、市ＨＰや広報紙だけでなく直接的に働きかけを行ったことで普及啓発効果があったものと考え
られる。

住宅に比べ建て替えが容易ではないこと、また、耐震改修促進法の改正により耐震診断が義務化された
要緊急安全確認大規模建築物や要安全確認計画記載建築物については、耐震診断等に係る助成制度の創
設による支援や所有者への情報提供、意識啓発に努めたが所有者の意向などから耐震化には至らなかっ
た。

・公営住宅の新築整備は、予定通り（市営南台団地163戸）実施し、実績値は目標値とほぼ同数となっ
た。
【管理戸数】
　目標値：2,800戸
　実績値：2,843戸（目標値より43戸増）→老朽化住宅数が実績値（125戸）に対し目標値（84戸）だっ
たと仮定
・老朽化した公営住宅に住む入居者へ安全・安心の観点から他の市営住宅の空き住戸への住替えを積極
的に
　働きかけたが、入居者の生活環境変化への抵抗感等が強く、当初計画より進捗しなかったことによ
り、
　目標値に達しなかったため。
【老朽化住宅数】
　目標値： 84戸


